
平成28年度事業報告及び
歳入歳出決算の概要

社会福祉施設特別会計



社会福祉施設を取り巻く環境の変化

施設・福祉人材の不足待機高齢者・待機児童の増加

社会福祉ニーズの多様化
核家族化の進展
ライフスタイルの変化

福祉サービス提供主体の
多様化

民間企業・団体等の福祉参入

福祉サービス需要の急激な
増加

超少子高齢社会の進展

社会保障給付費の削減
施設整備補助金の削減

国家財政の逼迫

福祉の実施主体を国から地域へ

施設から在宅へ（地域包括ケアシステム）
国の社会福祉施策の転換



１．平成28年度 事業計画における主要な取り組み

（１）経営基盤の強化とサービスの質の向上

（２）支部、赤十字病院と連携した講習普及

（３）ボランティア及び企業とのパートナーシップの推進

（４）地域貢献活動の推進

（５）災害時の体制整備



（１）経営基盤の強化とサービスの質の向上

【良質なサービス提供】【人材の確保】

【効率的な運営】

・経営分析
・経費削減
・物品共同購入の推進
・ボランティアとの協働

・実習生の受入れ
・研修等の施設間連携
・日赤内及び他法人と

の採用情報の共有

・職員研修の充実
・各種の加算取得
・地域貢献活動の実施

老人福祉施設の
合同研修会の実施

専門学校生の実習受入れ
赤十字病院看護師による

専門研修の実施



（２）支部、赤十字病院と連携した講習普及

県内乳児院の職員を対象とした
幼児安全法講習の実施
（茨城県支部乳児院）

JRC加盟校の中学生を対象とした
救急法講習の実施

（安謝福祉複合施設）

施設の特性を活かした講習事業 平成28年度 実施回数 受講者数

救急法 30 904

幼児安全法 47 365

健康生活支援講習 3 61

近隣住民を対象とした
健康生活支援講習の実施

（特別養護老人ホーム豊寿園）

児童福祉施設 ⇒ 幼児安全法
障害者支援施設 ⇒ 救急法
老人福祉施設 ⇒ 健康生活支援講習

高齢者の健康増進
認知症に理解ある街づくり

乳幼児の事故予防
病気や怪我の応急手当の普及

救命手当・応急手当の普及

災害時の心得等の普及



（３）ボランティア及び企業とのパートナーシップの推進

近隣中学生の職場体験
（富山県立乳児院）

活動中の
ボランティアを
ホームページ
で紹介

活動人数
（延数）

平成26年度 平成27年度 平成28年度

47,112人 50,396人 50,490人

習字のボランティア
（特別養護老人ホーム大寿園）

支援企業
平成26年度 平成27年度 平成28年度

７社 ７社 ９社

建機イベント招待：日本キャタピラー
（赤十字子供の家）

お茶会の開催：ＡＮＡ
（特別養護老人ホームやすらぎの郷）

パートナー
シップ推進
部との連携
による寄付
メニューの
提案



育児サロン（松江赤十字乳児院）

・育児相談・育児サロン
・保育体験イベント
・近隣小中学生の職場体験受入れ
・地域のクリーン活動 他

子育て支援

・介護予防体験教室
・認知症サポーター養成講座
・介護ミニセミナー
・地域交流運動会 他

高齢者支援

・子育て支援ボランティア養成講座
・防災力向上セミナー
・近隣小中学生の職場体験受入れ
・地域イベントの開催 他

障がい者支援

介護予防体験教室（総合福祉センター）

地域イベントの開催（ひのみね総合療育センター）

（４）地域貢献活動の推進



秋田県里親シンポジウムの開催 ～地域で見守る、里親支援～

主催：秋田赤十字乳児院（県内初の「里親支援機関」）

「ひだまりのいえ」
秋 田 赤 十 字 乳 児 院 が
開 設 し た 里 親 支 援 の
主催会場

・里親研修
・子育て相談
・幼児安全法

等 実施



（５）災害時の体制整備

事業継続計画
（ＢＣＰ）の策定

災害対応設備・
備品等の整備

定期的な訓練
の実施



項目 目標
これまでの
取り組み

今後の方向性・課題

経営基盤の強化
とサービスの質の
向上

安定した施設
運営の実現

・物品共同購入の推進
・実習生の受入れ

・経営分析及び経営管理
体制の強化

支部、赤十字病
院と連携した講習
普及

日赤の特色
を活かした
施設運営

・講習事業の推進
・専門研修への参加

・講習普及による地域への
支援強化

ボランティア及び
企業とのパート
ナーシップの推進

施設運営の
活性化

・ボランティア活動の紹介
・企業への寄付メニュー
の提案

・ボランティア及び地元企業
等との地域ネットワーク作り
の推進

地域貢献活動の
推進

地域に信頼
される施設

・施設の特色を活かした
地域貢献活動の実施

・地域への福祉の普及啓発
の強化

災害時の体制整
備

施設の災害
対応能力の
強化

・BCP（事業継続計画）
の策定
・地域住民受入れのため
の設備整備 等

・備蓄資材、物資の充実
・職員のスキルアップ

今後の方向性・課題（平成29年度の施策）



事業活動による収入
[ 126.1億円 → 126.9億円 ] 0.7%

児童福祉施設 16施設
[ 66.1億円 → 67.4億円 ] 2.0%

老人福祉施設 8施設
[ 37.0億円 → 37.0億円 ] ―

障害者福祉施設 3施設
[ 5.9億円 → 6.0億円 ] 1.3%

複合型施設 1施設
[ 16.2億円 → 16.3億円 ] 0.5%

施設整備等及びその他の活動による収入
[ 6.9億円 → 11.0億円 ] 59.9%

前期末支払資金残高
[ 43.6億円 → 43.1億円 ] △ 1.2%

平成27年度 平成28年度 増減額 増減率

収入合計 176.7億円 →   181.2億円 4.5億円 2.5％

その他
[ 0.6億円 → 0円 ] ―

２．社会福祉施設特別会計歳入決算のあらまし

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

平成27年度 平成28年度

（億円）

176.7億円 181.2億円



平成27年度 平成28年度 増減額 増減率

支 出 合 計 133.5億円 → 136.4億円 2.9億円 2.1%
収入支出差引額 43.1億円 →   44.7億円 1.6億円

事業活動による支出
[ 121.8億円 → 122.7億円 ] 0.7%

児童福祉施設
[ 61.3億円 → 62.7億円 ] 2.4%

老人福祉施設
[ 38.1億円 → 37.3億円 ] △2.1%

障害者福祉施設
[ 6.0億円 → 5.6億円 ] △6.8%

複合型施設
[ 16.2億円 → 16.6億円 ] 2.8%

施設整備等及びその他の活動による支出
[ 11.6億円 → 13.6億円 ] 16.8%

その他
[ 0.1億円 → 0.2億円 ] 159.0%
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３．社会福祉施設特別会計歳出決算のあらまし


